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１１ 例規等 

（１）上越市国民保護対策本部及び上越市緊急対処事態対策本部条例           

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。以下

「法」という。）第３１条（法第１８３条において準用する場合を含む。）の規定に基づき、上越市国民保護対策本部

及び上越市緊急対処事態対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （組織） 

第２条 上越市国民保護対策本部長は、上越市国民保護対策本部の事務を総理する。 

２ 上越市国民保護対策副本部長は、上越市国民保護対策本部長を補佐し、上越市国民保護対策本部の事務を整理する。 

３ 上越市国民保護対策本部員は、上越市国民保護対策本部長の命を受け、上越市国民保護対策本部の事務に従事する。 

４ 上越市国民保護対策本部に、前３項に規定する者のほか、必要な職員を置くことができる。 

５ 前項の職員は、市の職員のうちから市長が任命する。 

 （会議） 

第３条 上越市国民保護対策本部の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて、上越市国民保護対策本部長が招集

する。 

２ 上越市国民保護対策本部長は、法第２８条第６項の規定に基づき、国の職員その他市の職員以外の者を会議に出席さ

せたときは、当該出席者に対して意見を求めることができる。 

 （部） 

第４条 上越市国民保護対策本部長は、必要と認めるときは、上越市国民保護対策本部に部を置くことができる。 

２ 部に属すべき上越市国民保護対策本部員及び第２条第４項の職員は、上越市国民保護対策本部長が指名する。 

３ 部に部長を置き、上越市国民保護対策本部長の指名する上越市国民保護対策本部員をもって充てる。 

４ 部長は、部の事務を統括する。 

 （現地対策本部） 

第５条 法第２８条第８項の規定に基づき、法第３５条第１項の規定により市長が作成する国民の保護に関する計画で定

めるところにより、上越市国民保護対策本部に、上越市国民保護現地対策本部を置く。 

２ 上越市国民保護現地対策本部に上越市国民保護現地対策本部長、上越市国民保護現地対策本部員その他の職員を置き、

上越市国民保護対策副本部長その他の上越市国民保護対策本部員及び第２条第４項の職員のうちから上越市国民保護対

策本部長が指名する者をもって充てる。 

３ 上越市国民保護現地対策本部長は、上越市国民保護現地対策本部の事務を統括する。 

 （準用） 

第６条 第２条から前条までの規定は、上越市緊急対処事態対策本部について準用する。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、上越市国民保護対策本部及び上越市緊急対処事態対策本部に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

平成１８年３月３１日 

条例第３号 
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（２）上越市国民保護協議会条例                          

平成１８年３月３１日 

条例第４号 

(趣旨) 

第１条 この条例は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律(平成１６年法律第１１２号)第４０

条第８項の規定に基づき、上越市国民保護協議会(以下「協議会」という。)の組織及び運営に関し必要な事項を定める

ものとする。 

(委員の定数) 

第２条 協議会の委員の定数は、４５人とする。 

(会長の職務代理) 

第３条 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

(会議) 

第４条 協議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

(専門委員の解任) 

第５条 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(幹事) 

第６条 協議会に幹事４５人以内を置く。 

２ 幹事は、委員の属する機関の職員のうちから、市長が任命し、又は委嘱する。 

３ 幹事は、委員及び専門委員の所掌事務の遂行を補佐する。 

(部会) 

第７条 協議会に部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、会長の指名する委員をもって充てる。 

４ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する者がその職務を代理する。 

(委任) 

第８条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 
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（３）上越市国民保護協議会運営規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、上越市国民保護協議会条例（平成１８年条例第４号。以下「条例」という。）に定めるもののほか、

上越市国民保護協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（幹事会） 

第２条 会長は、必要に応じて条例第６条に規定する幹事による会議（以下「幹事会」という。）を招集することができ

る。 

２ 幹事会は、会長があらかじめ指名する幹事が幹事会の議長となる。 

３ 幹事会の議長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する幹事がその職務を代理する。 

４ 幹事会は、幹事の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

５ 幹事会の議事は、出席した幹事の過半数でこれを決し、可否同数のときは、幹事会の議長の決するところによる。 

６ 幹事会の議長は、幹事会において調査又は審議が終了したときは、その結果を速やかに会長に報告しなければならな

い。 

（部会） 

第３条 会長は、条例第７条に規定する部会（以下「部会」という。）の名称及び部会で調査又は審議をする事項につい

て、協議会に諮って定める。 

２ 部会の会議は、部会長が会長の承認を得て招集し、部会長が部会の議長となる。 

３ 部会の会議は、部会に属する委員及び専門委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 部会の会議の議事は、出席した委員及び専門委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、部会の議長の決すると

ころによる。 

５ 部会長は、部会において調査又は審議が終了したときは、その結果を速やかに会長に報告しなければならない。 

 （協議会等の会議の招集通知） 

第４条 協議会及び部会の会議並びに幹事会（以下「協議会等の会議」という。）の招集通知には、当該会議の日時及び

場所並びに会議に付議すべき事項を記載するものとする。 

（会議の公開） 

第５条 協議会等の会議は、これを公開する。 

２ 前項の規定にかかわらず、会長は、協議会等の会議の運営に支障があると認めるときは、協議会に諮って当該会議を

非公開とすることができる。 

（協議会等の会議の代理出席） 

第６条 協議会の委員及び部会に属する委員（武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６

年法律第１１２号）第４０条第４項第８号の規定により市長が任命した者を除く。）並びに幹事は、やむを得ず協議会

等の会議に出席できないときは、当該委員又は幹事の属する機関の職員のうちから当該委員又は幹事の指名する者をも

って代理出席させることができる。 

（関係者の出席等） 

第７条 協議会は、協議会等の会議に調査又は審議に必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見若しくは説
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明を聴き、又は関係者に対して必要な資料の提出を求めることができる。 

（会議録の作成） 

第８条 協議会は、協議会等の会議の終了後速やかに当該会議の会議録を作成し、保存しなければならない。 

（公印） 

第９条 会長の公印は、次のとおりとする。 

上

越

市

国 

民

保

護

協 

議

会

長

印 

２ 公印の書体は、てん書とし、寸法は、方２２ミリメートルとする。 

（庶務） 

第１０条 協議会の庶務は、市民安全課において処理する。 

附 則 

この規程は、平成１８年７月２１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２３年１２月１６日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年７月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

70 

（４）上越市防災行政無線局（移動系）管理運用規程 

平成２０年１２月１０日 

訓令第８号 

改正 平成２３年７月２５日訓令第６号 

平成２４年３月３０日訓令第４号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、災害対策に係る事務について円滑な通信を確保するため、上越市地域防災計画及び上越市国民保護

計画に基づき設置する上越市防災行政無線局（移動系）（以下「無線局」という。）の管理及び運用に関し、電波法（昭

和２５年法律第１３１号）その他の法令（以下「電波法等」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この規程において「移動系」とは、統制局と陸上移動局との間及び陸上移動局相互間の通信系をいう。 

２ この規程において「統制局」とは、市役所木田庁舎に設置し、無線局を統制する機能を有する局をいう。 

３ 前２項に定めるもののほか、この規程において使用する用語は、電波法等において使用する用語の例による。 

（無線局の組織等） 

第３条 無線局に総括管理者、通信管理者、通信取扱責任者及び通信取扱者を置く。 

２ 総括管理者は、無線局の管理及び運用に関する業務を総括し、通信管理者を指揮監督する。 

３ 通信管理者は、総括管理者の命を受け、無線局の管理及び運用に関する業務を掌理するとともに、通信取扱責任者を

指揮監督する。 

４ 通信管理者は、総括管理者に事故があるとき又は総括管理者が欠けたときは、その職務を代理する。 

５ 通信取扱責任者は、通信管理者の命を受け、所管する無線設備の管理及び運用に関する業務を処理し、所属する通信

取扱者を指揮監督する。 

６ 通信取扱者は、通信取扱責任者の命を受け、所管する無線設備の操作及び点検を行うものとする。 

７ 無線局の組織は、別表のとおりとする。 

（通信事項） 

第４条 無線局の通信事項は、災害対策に係る事務に関することとする。 

（通信の種類） 

第５条 通信の種類は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める内容とする。 

⑴ 一斉通信 統制局から全ての陸上移動局に対して一斉に行う通信 

⑵ グループ通信 統制局から複数の陸上移動局で構成されるグループ（以下「グループ」という。）に対して行う通

信及び一の陸上移動局からグループ内の他の全ての陸上移動局に対して行う通信 

⑶ 個別通信 統制局と一の陸上移動局との間で行う通信及び二の陸上移動局間で行う通信 

（通信の統制） 

第６条 通信管理者は、必要と認めるときは、通信を統制することができる。 

２ 通信管理者は、前条各号に掲げる通信の種類に応じて、１回の通信における制限時間を定めることができる。この場

合において、当該制限時間が経過したときは、通信を強制終了するものとする。 



71 

（通信状況の把握） 

第７条 通信管理者は、無線局の通信状況を把握し、通信取扱責任者に対し、必要な指示を行わなければならない。 

（通信訓練の実施） 

第８条 通信管理者は、訓練計画を定め、定期的に通信訓練を実施するものとする。 

（無線設備の管理） 

第９条 通信管理者は、無線設備の状態を監視し、無線局の機能を十分発揮することができるよう管理しなければならな

い。 

２ 通信管理者は、無線設備のうち重要と認める無線設備について、１年につき１回以上、定期点検をしなければならな

い。 

３ 通信取扱者は、所管する無線設備について、１週間につき１回以上、日常点検をし、直ちにその結果を通信取扱責任

者に報告しなければならない。 

４ 通信取扱責任者は、前項に規定する日常点検の結果、所管する無線設備に故障その他の異常があったときは、直ちに

その旨を通信管理者に報告しなければならない。 

５ 通信管理者は、第２項に規定する定期点検の結果、無線設備に故障その他の異常があったとき又は前項の規定による

報告があったときは、直ちにその旨を総括管理者に報告し、その指示を受け、必要な措置を講じなければならない。 

（無線局の変更） 

第１０条 通信管理者は、無線局の管理及び運用を変更する必要が生じたときは、速やかにその旨を総括管理者に報告し、

その指示を受けて、無線局の管理及び運用を変更するものとする。 

（その他） 

第１１条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

制定文 抄 

 平成２０年１２月１１日から実施する。 

改正文（平成２３年訓令第６号）抄 

平成２３年７月２５日から実施する。 

改正文（平成２４年訓令第４号）抄 

平成２４年４月１日から実施する。 

別表（第３条関係） 

上越市防災行政無線局（移動系）組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信取扱者 
（市民生活部防災局及び
上越市消防団に所属する
職員） 

総括管理者 
（防災局長） 

通信管理者 
（防災安全課長） 

通信取扱責任者 
（防災安全課長） 

通信取扱責任者 
（道路課長） 

通信取扱者 
（都市整備部に所属する
職員） 

通信取扱責任者 
（農村整備課長） 

通信取扱者 
（農林水産部に所属する
職員） 
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通信取扱責任者 
（安塚区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（安塚区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（浦川原区総合事務
所次長） 

通信取扱者 
（浦川原区総合事務所に
所属する職員） 

通信取扱責任者 
（大島区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（大島区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（牧区総合事務所次
長） 

通信取扱者 
（牧区総合事務所に所属
する職員） 

通信取扱責任者 
（柿崎区総合事務所
次長） 

 

通信取扱者 
（柿崎区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱者 
（大潟区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（大潟区総合事務所
次長） 

 
通信取扱責任者 
（頸城区総合事 
務所次長） 

通信取扱者 
（頸城区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（吉川区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（吉川区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（中郷区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（中郷区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（板倉区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（板倉区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（清里区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（清里区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（名立区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（名立区総合事務所に所
属する職員） 

通信取扱責任者 
（三和区総合事務所
次長） 

通信取扱者 
（三和区総合事務所に所
属する職員） 
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（５）上越市特殊標章等の交付に関する要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。以下

「国民保護法」という。）及び赤十字標章等及び特殊標章等に係る事務の運用に関するガイドライン（平成１７年８月

２日閣副安危第３２１号内閣官房副長官補（安全保障・危機管理担当）付内閣参事官（事態法制企画担当）通知）に基

づき、本市の区域の武力攻撃事態等に係る特殊標章等の交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによる。 

⑴ 武力攻撃事態等 武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保に関する法律（平成

１５年法律第７９号）第２条第２号に規定する武力攻撃事態及び同条第３号に規定する武力攻撃予測事態をいう。 

⑵ 特殊標章等 国民保護法第１５８条第１項に規定する特殊標章及び身分証明書をいう。 

⑶ 国民保護措置 国民保護法第１６条の規定により市長が実施する国民の保護のための措置をいう。 

（特殊標章） 

第３条 特殊標章の種類、表示、形状及び制式は、別表のとおりとする。 

（交付対象者） 

第４条 特殊標章等の交付の対象となる人（以下「交付対象者」という。）は、次のとおりとする。 

 ⑴ 市の職員 

 ⑵ 消防団員 

 ⑶ 市長から委託を受け国民保護措置に係る業務を行う人 

 ⑷ 国民保護措置の実施に必要な援助について協力を行う人 

（腕章等の交付等） 

第５条 市長は、武力攻撃事態等に至った場合に、腕章及び帽章（以下「腕章等」という。）を交付するものとする。た

だし、武力攻撃事態等に至らない場合にあっても、国民保護措置に係る訓練又は啓発を行うときその他市長が必要と認

めるときは、腕章等を交付し、又は貸与することができる。 

２ 市長は、前項の規定により腕章等の交付又は貸与を行う場合において、国民保護措置に係る職務、業務、協力、訓練

又は啓発のために使用される場所、車両、船舶、航空機等（以下「場所等」という。）を識別させるため、必要に応じ

て、旗及び車両章（以下「旗等」という。）を交付し、又は貸与することができる。 

３ 市長は、前２項の規定による特殊標章等の交付を行うときは、特殊標章等の交付に関する台帳（第１号様式）に交付

を受ける人の氏名、生年月日その他必要事項を記載するものとする。 

（交付の申請等） 

第６条 第４条第３号及び第４号に掲げる交付対象者が、前条第１項本文の規定により腕章等の交付を受けようとすると

きは、特殊標章等に係る交付申請書（第２号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、特殊標章等の交付の可否 

                    決定 
を決定したときは、特殊標章等に係る交付  通知書（第３号様式）により通知するものとする。                    

却下 
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（身分証明書の交付等） 

第７条 市長は、第５条第１項の規定により腕章等の交付を行うときは、あわせて身分証明書（第４号様式）を交付する

ものとする。 

２ 前項の規定により身分証明書の交付を受けた人は、腕章等を使用するときは、身分証明書を携帯しなければならない。 

３ 身分証明書の有効期間は、交付のときから第１０条の規定による特殊標章等の返還のときまでとする。 

（特殊標章等の再交付の申請等） 

第８条 第５条第１項及び第２項の規定により特殊標章等の交付を受けた人は、特殊標章等を紛失したとき、特殊標章等

が使用に堪えない程度に汚損し、若しくは破損したとき又は特殊標章等のうち身分証明書の記載事項に変更があったと

きは、特殊標章等再交付申請書（第５号様式）により再交付を申請するものとする。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、特殊標章等の再交付の可 

                      決定 
否を決定したときは、特殊標章等に係る再交付  通知書（第６号様式）により通知する 

                      却下 

ものとする。 

３ 第１項の場合において、汚損又は破損により特殊標章等の再交付を申請するときは、汚損し、又は破損した特殊標章

等を市長に提出しなければならない。 

（濫用の禁止） 

第９条 特殊標章等の交付又は貸与を受けた人（以下「所持者」という。）は、特殊標章等を譲り渡し、又は貸与しては

ならない。 

２ 所持者は、国民保護措置に係る職務、業務若しくは協力を行う場合又は訓練若しくは啓発の用に使用する場合を除き、

特殊標章等を使用してはならない。 

３ 旗等を表示した場所等は、専ら国民保護措置に係る職務、業務又は協力の用に使用されなければならない。 

（返還） 

第１０条 所持者は、国民保護措置に係る職務、業務、協力、訓練若しくは啓発を行わなくなったとき又は市長が返還を

命じたときは、交付又は貸与を受けた特殊標章等を市長に返還しなければならない。 

（特殊標章等の意義等の周知） 

第１１条 市長は、第５条第１項及び第２項の規定により特殊標章等の交付又は貸与を行うときその他必要な機会を捉え、

特殊標章等の意義、使用、管理等について説明を行い、周知を図るものとする。 

（庶務） 

第１２条 本市における特殊標章等の交付及び管理に関する事務は、危機管理課が行うものとする。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成２１年２月３日から実施する。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から実施する。 
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（経過措置） 

２ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の第３号様式及び第６号様式は、当分の間、適宜、適切

な修正を加えて、改正後の第３号様式及び第６号様式に相当する様式として使用することができる。 

附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、平成２３年８月３０日から実施する。 

（経過措置） 

２ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の第２号様式及び第５号様式は、当分の間、適宜、適切

な修正を加えて、改正後の第２号様式及び第５号様式に相当する様式として使用することができる。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から実施する。 
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別表（第３条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 表示 形状 制  式 

腕章 左腕に表示 

 

 

① オレンジ色地に青色の正

三角形とする。 

② 三角形の一の角が垂直に

上を向いている。 

③ 三角形のいずれの角もオ

レンジ色地の縁に接してい

ない。 

 

※ 一連の登録番号を表面右

下隅に付する。 

（例：上越市1） 

帽章 

帽子（ヘルメットを

含む。）の前部中央

に表示 

旗 

施設の平面に展張

又は表示、船舶に掲

揚又は表示 

車両章 

車両の両側面及び

後面に表示 

航空機の両側面に

表示 
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（６）上越市国民保護協議会委員名簿                  令和 2年 10 月 1日現在 
区 分 所 属 機 関 職 名 委 員 氏 名 

会 長 上越市 市 長 村 山 秀 幸 

第一号 

上越森林管理署 署 長 猪 股 英 史 

国土交通省高田河川国道事務所 事務所長 堀   尚 紀 

新潟地方気象台 台 長 大 矢 正 克 

上越海上保安署 署 長 大 井 良 司 

第二号 陸上自衛隊第５施設群 群 長 庭 田   徹 

第三号 

上越地域振興局 局 長 三 木 公 一 

上越警察署 署 長 岡 村   厚 

妙高警察署 署 長 久須美 賀 通 

第四号 上越市 副市長 野 口 和 広 

第五号 
上越市教育委員会 教育長 早 川 義 裕 

上越地域消防事務組合 消防局長 伊 藤 公 雄 

第六号 

上越市 理 事 髙 橋 一 之 

 〃 総務管理部長 八 木 智 学 

 〃 企画政策部長 池 田   浩 

 〃 自治・市民環境部長 影 山 直 志 

 〃 健康子育て部長 大 山   仁 

 〃 産業観光交流部長 小 田 基 史 

 〃 都市整備部長 波 塚 泰 一 

 〃 ガス水道局長 中 澤 雅 人 

第七号 

東北電力ネットワーク株式会社 上越電力センター 所 長 堀 越 和 宏 

日本通運株式会社 高田支店 次 長 種 橋   徹 

東日本電信電話株式会社 新潟支店 新潟支店長 飯 塚   智 

株式会社ドコモＣＳ 新潟支店 ネットワーク部長 岡 野 由 樹 

東日本高速道路株式会社新潟支社 上越管理事務所 所 長 佐 藤 亜樹男 

日本郵便株式会社 高田郵便局 局 長 樋 山 一 良 

北越急行株式会社 経営管理部長 小 嶋 晴 男 

頸城自動車株式会社 代表取締役社長 山 田 知 治 

佐渡汽船株式会社 総務部長 土 屋   亨 

公益社団法人新潟県トラック協会上越支部 上越運送㈱総務部長 太 田 正 明 

エフエム上越株式会社 代表取締役 熊 田 唯 志 

上越ケーブルビジョン株式会社 放送部長 福 嶋 良 章 

第八号 

上越市消防団 副団長 笹 原 忠 司 

上越市町内会長連絡協議会 理 事 笠 原 完 治 

上越商工会議所 常議員 新 井 康 祐 

えちご上越農業協同組合 総務部長 松 枝 富 夫 

一般社団法人上越医師会 事務長 立 入   充 

一般社団法人上越薬剤師会 事務局長 上 野 憲 夫 

公益社団法人新潟県柔道整復師会 上越ブロック 上越地区長 田 中 公 彦 

ＮＰＯ法人新潟県災害救援機構 理事長 梅 澤 圓 了 

上越人権擁護委員協議会 会 長 西 山 工 三 

公益社団法人上越国際交流協会 事務局長 佐 藤 睦 子 

一般社団法人新潟県老人福祉施設協議会 第５ブロック 部会長 関 原 礼 敏 

ＮＰＯ法人マミーズ・ネット 理事長 中 條 美奈子 

市民委員 ― 内 山 昭 良 

市民委員 ― 矢 野 祐 二 
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（７）武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律 

（平成１６年法律第１１２号）～抜粋～ 

 （市町村協議会の設置及び所掌事務） 

第３９条 市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関し広く住民の意見を求め、当該市町村の国民の

保護のための措置に関する施策を総合的に推進するため、市町村に、市町村国民保護協議会（以下この条

及び次条において「市町村協議会」という。）を置く。 

２ 市町村協議会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 市町村長の諮問に応じて当該市町村の区域に係る国民の保護のための措置に関する重要事項を審議す

ること。 

 二 前号の重要事項に関し、市町村長に意見を述べること。 

３ 市町村長は、第３５条第１項又は第８項の規定により国民の保護に関する計画を作成し、又は変更する

ときは、あらかじめ、市町村協議会に諮問しなければならない。ただし、同項の政令で定める軽微な変更

については、この限りでない。 

４ 第３３条第６項の規定は、市町村協議会がその所掌事務を実施する場合について準用する。 

 （市町村協議会の組織） 

第４０条 市町村協議会は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市町村長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市町村長が任命する。 

一 当該市町村の区域を管轄する指定地方行政機関の職員 

二 自衛隊に所属する者（任命に当たって防衛大臣の同意を得た者に限る。） 

三 当該市町村の属する都道府県の職員 

四 当該市町村の副市町村長 

五 当該市町村の教育委員会の教育長及び当該市町村の区域を管轄する消防長又その指名する消防吏員

（消防本部を置かない市町村にあっては、消防団長） 

六 当該市町村の職員（前二号に掲げる者を除く。） 

七 当該市町村の区域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職員 

八 国民の保護のための措置に関し知識又は経験を有する者 

５ 第３８条第５項の規定は、前項の委員について準用する。 

６ 市町村協議会に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 第３８条第７項の規定は、前項の専門委員について準用する。この場合において、同条第七項中「当該

都道府県の職員」とあるのは「当該市町村の属する都道府県の職員」と、「当該都道府県の区域内の市町

村の職員」とあるのは「当該市町村の職員」と、「都道府県知事」とあるのは「市町村長」と読み替える

ものとする。 

８ 前各項に定めるもののほか、市町村協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。 


